
東近江市告示第185号 

 

東近江市企業版ふるさと納税を活用した文化財保存活用事業補助金交付要綱を次の

ように定める。 

 

令和８年７月15日 

 

東近江市長 小 椋 正 清 

 

東近江市企業版ふるさと納税を活用した文化財保存活用事業補助金交付要綱 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、東近江市内に所在する指定文化財等の管理、修理、復旧、公開

その他の文化財の保存及び活用に関する事業に対して補助金を交付することに関し、

東近江市補助金等交付規則（平成17年東近江市告示第54号。以下「規則」という。）

に規定するもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定

めるところによる。 

(1) 企業版ふるさと納税 地域再生法（平成17年法律第24号）第13条の３に規定す

るまち・ひと・しごと創生寄附活用事業に関連する寄附をいう。 

(2) 指定文化財等 文化財保護法（昭和25年法律第214号）、滋賀県文化財保護条例

（昭和31年滋賀県条例第57号）、東近江市文化財保護条例（平成17年東近江市条例

第125号。以下「条例」という。）、東近江市伝統的建造物群保存地区保存条例（平

成17年東近江市条例第127号）及び東近江市風景づくり条例（平成22年東近江市条

例第26号）に基づく指定・登録を受けた文化財をいう。 

（補助対象者） 

第３条 補助金の交付の対象となる者（以下「補助対象者」という。）は、指定文化財

等の所有者又は管理団体（条例第９条第５項に規定する管理団体をいう。以下同じ。）

であって、次の各号のいずれにも該当しないものとする。 

(1) 暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第

77号。以下「法」という。）第２条第６号に規定する暴力団員をいう。） 

(2) 自己若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を与える目的を

もって、暴力団（法第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）又は暴力

団員を利用している者 



(3) 暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供与するなど、直接

的若しくは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、又は関与している者 

(4) 暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している者 

(5) 前各号のいずれかに該当する者であることを知りながら、これを不当に利用す

るなどしている者 

（補助対象事業） 

第４条 補助金の交付の対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）は、本市が

定める地方創生推進計画に記載されている事業のうち指定文化財等の管理、修理、

復旧、公開その他の文化財の保存及び活用に関するものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、次に掲げる事業は、補助対象事業としない。 

(1) 政治活動又は宗教活動を目的とする事業 

(2) 施設、設備等の設置に当たり、土地所有者その他関係者の承諾が得られていな

い事業（当該関係者の承諾が確実に得られる見込みがある事業を除く。） 

(3) 事業目的を単に施設の設置若しくは修繕又は物品の購入とする事業 

(4) 前３号に掲げるもののほか、補助対象事業とすることが適当でないと市長が認

める事業 

３ 補助対象事業は、補助金を交付する年度内に完了しなければならない。 

（補助対象経費） 

第５条 補助金の交付の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、補助対

象事業の実施に要する経費であって、次に掲げるもの以外のものとする。 

(1) 交際費 

(2) 慶弔費 

(3) 親睦会費 

(4) 福利厚生費 

(5) 租税公課 

(6) 減価償却費 

(7) 寄附金 

(8) 適正な時価でない額で取引又は計上される経費 

(9) 前各号に掲げるもののほか、補助対象経費とすることが適当でないと市長が認

める経費 

（補助金の額） 

第６条 補助金の額は、補助対象経費の額（その額が当該補助対象経費に係る補助対

象事業への企業版ふるさと納税があった額を超えるときは、当該企業版ふるさと納

税があった額）とする。 



（事業の提案） 

第７条 補助金の交付を受けようとする者（以下「事業提案者」という。）は、補助金

の交付を受けようとする事業の内容について、あらかじめ、次に掲げる書類により

市長に提案するものとする。 

(1) 事業提案書（様式第１号） 

(2) 事業提案計画書（様式第２号） 

(3) 概算事業費調書（様式第３号） 

(4) 前３号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

（事業の採択） 

第８条 市長は、前条の規定による提案を受けたときは、その内容を審査し、当該事

業の採択の可否を決定するものとする。 

２ 市長は、前項の決定を行うに当たり、特に必要があると認めるときは、事業提案

者から追加資料の提出又は口頭説明を求めることができる。 

３ 市長は、第１項の決定をしたときは、提案事業採択・不採択決定通知書（様式第

４号）により、事業提案者に通知するものとする。 

（寄附者の公募） 

第９条 市長は、前条の規定により採択した事業に対し、企業版ふるさと納税をする

者を公募するものとする。 

（その他） 

第10条 この要綱の施行に関し必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

この告示は、令和８年７月15日から施行する。 



様式第１号（第７条関係） 

 

年    月    日  

 

  東近江市長 様 

 

申請者 住所 

氏名 

 

事業提案書 

 

 「東近江市企業版ふるさと納税を活用した文化財保存活用事業」募集要領に基づき、

関係書類を添えて事業を提案します。 

 

 

注 提案事業が採択された場合に、「３ 提案事業の概算事業費」のうち、「(2) 概算

事業費のうち必要最低補助額」に記載された額まで、企業版ふるさと納税が集まっ

た場合は、提案事業に関し補助金交付に向けた予算措置等の手続に進むものとなり

ます。 

 

１ 提案事業の名称  

２ 実施期間 年  月 から    年  月 まで 

３ 提案事業の概算

事業費 

(1)  概算事業費 円 

(2) 概算事業費のうち必要

最低補助額 

 

※規模の縮小、自己財源等

により事業の実施が可能

となる最低限の補助金の

目安額を記載してくださ

い。 

円 



様式第２号（第７条関係） 

 

事業提案計画書 

 

 

注 「２ 事業の内容」は、可能な限り詳細に記載し、必要に応じて、参考資料等を

別紙で添付してください。 

 

１ 事業の名称 

 

 

 

 

２ 事業の内容 

 

 

 

 

３ 事業実施による公益的な効果 

 

 

 

 

４ 対象者、人数、規模等 

 

 

 

 

５ スケジュール及び内容 

 

 

 

 

６ 備考 

 

 

 

 



様式第３号（第７条関係） 

 

概算事業費調書 

 

事業の名称                                  

 

収入の部 

 

支出の部 

 

注１ 「備考」欄には、金額の内訳を記載してください。 

注２ 「東近江市企業版ふるさと納税を活用した文化財保存活用事業」募集要領に掲

げる補助対象とならない経費は、計上しないでください。 

 

科目 金額（円） 備考 

   

   

   

   

   

合計   

科目 金額（円） 備考 

   

   

   

   

   

合計   



様式第４号（第８条関係） 

 

第   号  

年 月 日  

 

          様 

 

東近江市長       

 

提案事業 採択 ・ 不採択 決定通知書 

 

年 月 日付けで提案のあった下記の東近江市企業版ふるさと納税を活用し

た文化財保存活用事業に係る提案事業について、 採択 ・ 不採択 に決定したので通

知します。 

 

記 

 

提案事業 

事業の名称  

概算事業費 円 

概算事業費のうち必要最低補助額 円 

 

【採択の場合について】 

１ この通知書は、補助金の交付を決定するものではありません。今後、提案事業に

係る企業版ふるさと納税の公募を開始します。 

２ 提案事業に対し、「(3) 概算事業費のうち必要最低補助額」に記載の額以上の企業

版ふるさと納税が集まった場合は、補助金の予算措置に向けた手続に進むものであ

り、予算措置を確約するものではありません。 

３ 提案事業の遂行が困難となったときは、速やかに市長に報告し、その指示を受け

るものとします。 

 


